
 

 

塙町公共施設等総合管理計画 

【改訂版】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福 島 県 塙 町 

令和４年３月 



 

 

計画策定、改訂等の履歴一覧 

 

 

 

策定・改訂年月 改訂箇所 理由等 

平成29（2017）年 3月 新規 新規策定 

令和 2（2020）年 11月 一部改訂 林業・農業用施設の情報追記 

令和 4（2022）年 3月 全般 各個別施設計画を踏まえた見直し等 

   

   

   

   



 

 

目 次 
第１章 概要 ................................................................................................................................. 1 

１ はじめに ............................................................................................................................. 1 

２ 目的 .................................................................................................................................... 1 

３ 計画の位置付け .................................................................................................................. 2 

４ 計画期間 ............................................................................................................................. 2 

５ 対象とする財産 .................................................................................................................. 3 

第２章 公共施設等を取巻く現状と課題 ...................................................................................... 4 

１ 人口の推移及び見通し ........................................................................................................ 4 

２ 財政収支の見込み ............................................................................................................... 5 

３ 公共施設等の現状と課題 .................................................................................................... 8 

４ 更新費用の算定 ................................................................................................................ 17 

５ 過去の実績（平成 29（2017）年 3 月の本計画の策定以降に行った主な実績） ............... 31 

６ 施設保有量の推移 ............................................................................................................. 31 

７ 有形固定資産減価償却率の推移 ........................................................................................ 32 

第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的方針 .......................................... 33 

１ 公共施設等の現状と課題の整理 ........................................................................................ 33 

（１）施設の維持管理及び長寿命化 .................................................................................... 33 

（２）個別施設計画等を踏まえた更新経費の見込み ............................................................ 34 

２ 具体的な取組み方策 ......................................................................................................... 35 

（１）点検・診断等 ............................................................................................................. 35 

（２）維持管理・修繕・更新等 ........................................................................................... 35 

（３）安全確保 .................................................................................................................... 35 

（４）耐震化........................................................................................................................ 35 

（５）長寿命化 .................................................................................................................... 35 

（６）統合や廃止等 ............................................................................................................. 36 

（７）管理を実現するための体制 ........................................................................................ 36 

３ 公共施設等の管理に関する基本方針 ................................................................................. 37 

（１）計画期間 .................................................................................................................... 37 

（２）全体方針 .................................................................................................................... 37 

（３）施設分類ごとの基本方針 ........................................................................................... 39 

４ 公共施設等総合管理計画の実施方法等 ............................................................................. 42 

（１）全庁的な取組体制の構築 ........................................................................................... 42 

（２）個別施設計画の策定・推進 ........................................................................................ 43 

（３）相互連携体制の構築 .................................................................................................. 43 

（４）民間活力の導入 ......................................................................................................... 43 

（５）ユニバーサルデザインの推進 .................................................................................... 44 

（６）脱炭素社会に向けた取組み ........................................................................................ 44 

（７）町民参画 .................................................................................................................... 44 

（８）職員の意識改革 ......................................................................................................... 44 

（９）計画のフォローアップ ............................................................................................... 44 

５ 早期に対応すべき課題 ...................................................................................................... 44 

（１）個別施設計画の見直し ............................................................................................... 44 

（２）統廃合の推進 ............................................................................................................. 45 

 資料編 

１ 今後１０年間の主な公共事業の計画 ................................................................................... 1 

 

 



1 

第１章 概要 

１ はじめに 

我が国において公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっております。厳しい

財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の利用需要が変化してい

くことが予想されることを踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況を把握し、長期

的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政

負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要

となっています。 

このように公共施設等を総合的かつ計画的に管理することは、地域社会の実情に

あった将来のまちづくりを進めるうえで不可欠であるとともに、昨今推進されてい

る国土強靱化にも資するものです。 

本町においても同様に公共施設等の老朽化対策が課題となっており、保有する公

共施設を効果的・効率的に活用し、必要な公共サービスを持続的に提供し続けられ

るよう、経営的な視点に基づく取り組みが必要不可欠であります。 

また、インフラ施設については、町民に安全で安心な社会資本を提供するため、

施設の計画的かつ効率的な維持管理・補修を継続的に実施していく必要があること

から、本町では平成 28年度に「塙町公共施設等総合管理計画」（以下、「総合管

理計画という」）を策定しました。また、個別施設ごとの管理上の課題の整理や今

後のあり方をとりまとめた個別計画を適宜、策定してきました。 

その後、国の要請により、個別施設計画の内容を反映させた「公共施設等総合管

理計画の見直し」に取り組むこととされており、本町においても、総合管理計画の

策定から令和 3年度で 5年が経過することから見直しに取り組むこととしました。 

 

２ 目的 

本計画は、今後の人口減少等による公共施設等の利用需要の変化や厳しい財政状

況を踏まえ、長期的な視点から、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うこと

により、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現す

ることを目的とします。 
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３ 計画の位置付け 

本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」を踏まえ、公共施設等のストック

を総合的に管理するための方針を示すものであり、各公共施設等の「個別施設計画」

を策定するための指針として位置づけられます。 

今後、本計画に基づき、更新、複合化、転用、長寿命化、統廃合による具体的な

再配置等を検討していくこととなります。 

なお、策定にあたっては、「塙町第五次長期総合計画」に定める、自立した行財

政基盤の確立に向け、公共施設等を社会情勢の変化に応じた長期的な視点をもって、

更新、複合化、転用及び長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担の軽減・

平準化を図り、公共施設の最適な配置、適正な管理に努めることとします。 

 

【 計画の位置づけ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画期間 

本計画は、令和 21（2039）年度までが大規模改修や建て替え等のピークとなるた

め平成 29（2017）年度から令和 28（2046）年度までの 30 年間の基本方針を掲げ、

10年ごとに基本的な目標を設定します。 

第 1 期の計画は、平成 29（2017）年度から令和 8（2026）年度までの 10 年間を
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計画期間として設定しており、令和 3（2021）年度は中間年度にあたります。 

また、各個別管理計画においても 10 年間を計画期間として設定し、計画期間内

であっても、必要に応じ適宜見直すものとします。 

 

 

 

 

５ 対象とする財産 

本計画では、町が所有する財産のうち、全ての公共施設及び当該施設が立地する

土地を対象とします。対象とする公共施設には、学校や庁舎、集会所等の公共建築

物とともに、道路や橋りょう、上下水道などのインフラ資産のいずれも含むものと

します。 
 
 

【本計画の対象範囲】 

  

計画期間：平成 29（2017）年度～令和 8（2026）年度 

塙町が保有する

財産

公共施設

公共建築物

インフラ資産

学校、庁舎、集会所など

道路、橋りょう、上下水道など

※施設が立地する土地

を含む

土 地

その他
（物品、金融資産等）

【計画の対象】
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第２章 公共施設等を取巻く現状と課題 

１ 人口の推移及び見通し 

日本の総人口そのものが減少している中、地方では、若い世代の都市部への流出、

子どもの減少により、自治体が消滅の可能性があると指摘されています。 

塙町の人口は、図 1に示すとおり、戦後のピークである昭和 30（1955）年の 16,670

人から、昭和 60（1985）年頃を除き、減少し続けており、平成 22（2010）年には

9,884人で、戦後のピークの 5割程度にまで減少しています。また、国立社会保障・

人口問題研究所（以下、社人研）によれば令和 22（2040）年の塙町総人口は 6,237

人と推計されており、平成 22（2010）年の人口のおよそ５分の３の水準に減少する

ことが見込まれています。 

塙町の人口を 3区分すると、図 2に示すとおり、年少人口（0歳～14歳の人口）、

生産年齢人口（15歳～64歳の人口）はともに、昭和 60（1985）年以降減少し続け

ています。一方、老齢人口（65歳以上の人口）は、一時的に減少している時期はあ

るものの、概ね増加の傾向にありますが、令和 2（2020）年を境として老齢人口も

減少していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 総人口の推移 
出典：「まち・ひと・しごと 塙町人口ビジョン及び地方版総合戦略」（福島県塙町 平成 28 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 年齢 3区分別人口の推移 
出典：「まち・ひと・しごと 塙町人口ビジョン及び地方版総合戦略」（福島県塙町 平成 28 年 3 月） 
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２ 財政収支の見込み 
 

（１）歳入 

歳入は、図 3 に示すとおり、令和 2(2020)年度 82 億円で、過去 10 年間では 61

～93億円の間で推移しており、地方税（町税）は、8～9億円の間でほぼ横ばいに

推移しています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 歳入決算額の推移（普通会計決算） 

 
（２）歳出 

歳出は、図 4 に示すとおり、令和 2(2020)年度 80 億円で、過去 10 年間では 57

～88 億円の間で推移しております。消費的経費は、平成 23 年が最大となってお

り、特に投資的経費が他の年度よりも高くなっています。平成 24年度以降は、投

資的経費が減少しておりますが、消費的経費の総額は増加傾向にあります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 歳出決算額の推移（普通会計決算） 
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（３）投資的経費の推移 

公共施設の老朽化に伴う更新費用を賄うには、町はどの程度の投資的費用が負

担できるかどうかを推測するため、過去の一般会計における投資費用の実績を分

析しました。 

投資的経費の推移は図 5 に示すとおり、令和 2(2020)年度 12 億円で、過去 10

年間では 7～39億円の間で推移しており、平成 23（2011）年度を除き 7～15億円

の間でほぼ横ばいで推移しています。 

東日本大震災の復旧復興事業を除くこの 10 年間における主な投資的経費は、

道路整備、教育施設整備、防災センター整備事業等があげられます。 

今後は、施設の建設やインフラ整備主体の財源配分から、これまでに整備した

施設等を持続的及び有効、効果的に活用するための維持、管理運営主体の投資計

画が必要となります。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 投資的経費の推移及び内訳 

 

  



7 

（４）財政状況の見通し 

本町を取り巻く財政環境は、図 6に示すとおり、国庫支出金の増加等により令

和 2年度まで緩やかに増加しましたが、その後、歳入が漸近的に減少し、好転を

望めない状況にあります。 

歳出面においても、人件費、公債費の減少などにより一定の経費節減は見込め

るものの、少子高齢化による医療・介護・福祉等の社会保障関係経費の増加や公

共施設、インフラ施設の等の補修・修繕などの対応が見込まれます。 

このようなことから、本町の財政状況は、今後も厳しい状況が予想されます。 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 歳入歳出の推移 
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３ 公共施設等の現状と課題 
 

（１）公共施設等の現状と課題 

① 施設保有状況 

公共施設（建築物）は、表 1～表 2及び図 7に示すとおり、令和 4(2022)年 3月

時点で 114施設、総延床面積 72,461㎡であり、令和 3（2021）年 1月現在の人口

8,462人に対して、町民一人当たりでは 8.56㎡となっています。 

施設群としては、学校が 16,583㎡（22.9%）と最も多く、続いて公営住宅が 12,265

㎡（16.9%）、スポ－ツ施設が 9,049㎡（12.5%）となっており、この３つの群で

全体の約５割を占めていることがわかります。 

なお、上記以外に用水施設、農業集落排水処理施設等の上下水道施設を保有し

ています。 

表 1 分類ごとの施設数、面積、割合（令和 4年 3月時点） 

 施設中分類 施設数 施設（棟）延床面積（㎡） 割合 

学校 4 16,583  22.9% 

公営住宅 7 12,265  16.9% 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 5 9,049  12.5% 

集会施設 40 8,159  11.3% 

保養施設 1 5,574  7.7% 

幼稚園・保育園・こども園 3 4,300  5.9% 

庁舎等 2 3,844  5.3% 

産業系施設 4 2,342  3.2% 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 3 1,998  2.8% 

供給処理施設 1 1,567  2.2% 

消防施設 28 1,249  1.7% 

その他行政系施設 2 1,111  1.5% 

高齢福祉施設 1 883  1.2% 

図書館 1 852  1.2% 

その他教育施設 1 816  1.1% 

障害福祉施設 3 771  1.1% 

博物館等 1 499  0.7% 

その他 3 438  0.6% 

公園 4 160  0.2% 

総数 114 72,461 100.0% 
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表 2(1) 公共施設一覧表 
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表 2(2) 公共施設一覧表 
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表 2(3) 公共施設一覧表 
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表 2(4) 公共施設一覧表 
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図 7 用途別建物構成比及び面積（令和 4年 3月時点） 
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② 建築年別整備状況 

人口の増加に伴い、図 8に示すとおり、昭和 50年代から平成初期にかけて、主

にスポーツ・レクリエーション系施設、町営住宅等の施設を多く整備してきまし

た。 

建築後、すでに 40年を経過している施設は、図 9に示すとおり、学校教育施設

など 29.7％（21,533ｍ2）、30年以上 40年未満の施設は、27.6％（20,020ｍ2）と

なり、全体の 57.3％（41,553ｍ2）となっています。なお、20年以上 30年未満の

施設は、23.7％（17,173ｍ2）であり、20年以上の施設を合計すると 81.0％（58,726

ｍ2）となります。 

また、旧耐震基準（昭和 56（1981）年以前に設計された施設）の延床面積は、

図 10に示すとおり、22,402㎡となり全体の 30.9％を占めています。そのうち、

耐震化未実施の施設の延床面積が 4,215 ㎡となり、全体の 5.8%を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 年度別延べ床面積の分布 
 

 

  

S45～H11 に多くの施設が建設された 
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築40年以上

（～1981年）

29.7%

築30年以上

（1982～1991年）

27.6%

築20年以上

（1992～2001年）

23.7%

築10年以上

（2002～2011年）

8.0%

築10年未満

（2012～2020年）

10.9%

築40年以上

（～1981年）

築30年以上

（1982～1991年）

築20年以上

（1992～2001年）

築10年以上

（2002～2011年）

築10年未満

（2012～2020年）

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 年度別整備延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 年度別耐震化の実施状況 

築年数 延床面積（ｍ2）

築40年以上
（～1981年）

21,533.1

築30年以上
（1982～1991年）

20,020.2

築20年以上
（1992～2001年）

17,173.0

築10年以上
（2002～2011年）

5,808.2

築10年未満
（2012～2020年）

7,927.0
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③ 課題 

本町の公共施設の整備状況は、図 8に示すとおり、昭和 45（1970）年から平成

11(1999)年にかけて、その多くが建設されており、40年経過すると老朽化が進む

ことから、今後大規模な改修や更新の時期が令和 21（2039）年まで続くと見込ま

れます。昨今の厳しい財政的制約の範囲内において、これらをいかに計画的かつ

効率的に対応していくかが課題となります。 

今後 40年間、このまま公共施設等（道路、橋りょう、上下水道等のインフラ資

産も含む）を全て保有し続けた場合の必要コストの試算では、図 11 に示すとお

り、40 年間で約 630.3 億円、年平均約 15.8 億円となり、これまでの過去 5 年の

更新費用の年平均 14.4億円と比較して同水準となります。 

 

（２）インフラ資産の現状 

本計画が対象とするインフラ資産は、道路、橋りょう、上水道、下水道、林業・

農業用施設とし、現状は以下のとおりです。 

 

表 3 分類ごとの実延長、面積（令和４年３月改訂） 
資産 分類 実延長（m） 面積（㎡） 

道路 １級（幹線）町道 32,684 232,204 

２級（幹線）町道 43,973 261,706 

その他の町道 143,609 626,854 

自転車歩行者道 - - 

橋りょう 橋りょう - 10,756 

上水道 管路 84,238 － 

下水道 管路 26,303 － 

林業・農業用施設 林道 38,794 － 

 農道 25,694 71,630 

 堰 － － 

 水路 － － 

 ため池 － － 

※林業・農業用施設については総務省より更新単価が示されていな 

いため将来更新費用の算定には含めていない。 

 

（３）公共施設等の管理上の課題 

従来の官庁会計は、現金の支出を記録することを目的とした単年度会計である

ため、公共施設等の建設から解体までに必要となる建設費、維持修繕費、解体費

のほか、人件費などの施設の管理運営にかかる費用を含めた全ての生涯費用（ラ

イフサイクルコスト）を把握することが困難な上、供用されている各年に発生し

ている減価償却費などの非現金支出が資産の状況に反映されないという課題があ

ります。 
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今後は、公共施設等を用いた行政サービスの提供に係る全てのコストを把握す

るとともに、保有する公共施設等の資産状況を把握した上で、適切な維持管理を

行っていく必要があります。 
 

４ 更新費用の算定 

（１）将来更新費用の算定方法と前提 

将来更新費用の試算について、一般財団法人地域総合整備財団による「公共施

設等更新費用試算ソフト」（以下、「試算ソフト」という。）に基づき算定しま

した。この試算ソフトの概略について、下記に示します。 

 

① 基本的な考え方 

将来の公共施設等の更新費用を推計するに当たり、物価の変動、落札率、国庫

補助制度及び地方財政制度の変更等の様々な変動要因がある中で、地方公共団体

の規模にかかわらず簡便に推計でき、将来の財政運営の参考にできることを重視

しています。公共施設等の種類ごとに、耐用年数経過後に、現在と同じ量（面積、

延長）で更新すると仮定し、「数量×更新単価」にて、翌年度から 40年度分を試

算します。なお、実際の更新量（面積、延長）は、財政や人口等により変動する

ため、資産ソフトによる費用と実際の費用に相違が生じます。 

 

② 対象施設について 

学校教育施設・文化施設・庁舎・病院等の普通会計及び病院事業会計に係る建

築物であるハコモノ施設と、道路・橋りょう・上水道及び下水道のインフラ施設

が費用算定の対象となります。なお、建替えを想定していない文化財、河川（投

資金額が少ないことと主な整備主体が国や県のため）、更新費用を負担しない施

設（例として借り上げ施設）は更新費用の対象外となります。 

 

③ 前提条件 

    ア  現在保有する公共施設、上水道管等を同じ面積、延長等で更新すると仮定 

      イ  物価変動率、落札率等は予想困難のため考慮しない 
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④ 各施設の前提・数量・主な基礎資料 

種別 前提 数量 主な基礎資料 

公共施設 
30 年後に大規模改修 

延床面積（㎡） 施設個表 
60 年後に建替え 

道路 15 年毎に打替え 舗装面積（㎡） 道路施設現況調査 

橋りょう 60 年後に架替え 橋面積（㎡） 橋りょう長寿命化修繕計画 

上水道
（管路） 

40 年後に更新 管路延長（ｍ） 水道統計調査表 

下水道
（管路） 

50 年後に更新 管路延長（ｍ） 
下水道に関する 
管種別エクセルデータ 

 

 

⑤ 更新単価 

各施設の更新単価は以下のとおりです。 
  

ア 公共施設 

種別 
更新単価（単位：万円/㎡） 

大規模改修 建替え 

文化系施設 25 40 

社会教育系施設 25 40 

スポーツ・レクリエーション系施設 20 36 

産業系施設 25 40 

学校教育系施設 17 33 

子育て支援施設 17 33 

保健・福祉施設 20 36 

医療施設 25 40 

行政系施設 25 40 

公営住宅 17 28 

公園 17 33 

供給処理施設 20 36 

その他 20 36 

 

 

イ 道路 

種別 更新単価（単位：円/㎡） 

一般道路（国道、主要地方道、一般県道、１級町道、

２級町道、その他の町道） 
4,700 

自転車歩行者道 2,700 

 

 

出典：「公共施設等更新費用資産ソフト 仕様書 （平成 28 年版）」（平成 28 年 1 月） 

出典：「公共施設等更新費用資産ソフト 仕様書 （平成 28 年版）」（平成 28 年 1 月） 

出典：「公共施設等更新費用資産ソフト 仕様書 （平成 28 年版）」（平成 28 年 1 月） 
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ウ 橋りょう 

種別 更新単価（単位：千円/㎡） 

総量のみ把握の場合 448 

年度別・構造別で把握できる場合の PC、RC、石橋、 

木橋その他 
425 

年度別・構造別で把握できる場合の鋼橋 500 

 

 

 

エ 上水道 

種別 
更新単価 

（単位：千円/ｍ） 
種別 

更新単価 
（単位：千円/ｍ） 

導水管・300mm 未満 100 配水管・250mm 未満 103 

導水管・300～500mm 未満 114 配水管・300mm 未満 106 

導水管・500～1000mm 未満 161 配水管・350mm 未満 111 

導水管・1000～1500mm 未満 345 配水管・400mm 未満 116 

導水管・1500～2000mm 未満 742 配水管・450mm 未満 121 

導水管・2000mm 以上 923 配水管・500mm 未満 128 

送水管・300mm 未満 100 配水管・550mm 未満 128 

送水管・300～500mm 未満 114 配水管・600mm 未満 142 

送水管・500～1000mm 未満 161 配水管・700mm 未満 158 

送水管・1000～1500mm 未満 345 配水管・800mm 未満 178 

送水管・1500～2000mm 未満 742 配水管・900mm 未満 199 

送水管・2000mm 以上 923 配水管・1000mm 未満 244 

配水管・50mm 以下 97 配水管・1100mm 未満 250 

配水管・75mm 以下 97 配水管・1200mm 未満 279 

配水管・100mm 以下 97 配水管・1350mm 未満 628 

配水管・125mm 以下 97 配水管・1500mm 未満 678 

配水管・150mm 以下 97 配水管・1650mm 未満 738 

配水管・200mm 以下 100 配水管・1800mm 未満 810 

    配水管・2000mm 未満 923 

 

 

  

出典：「公共施設等更新費用資産ソフト 仕様書 （平成 28 年版）」（平成 28 年 1 月） 

出典：「公共施設等更新費用資産ソフト 仕様書 （平成 28 年版）」（平成 28 年 1 月） 



20 

オ 下水道 

種別 更新単価（単位：千円/ｍ） 

コンクリート管 124 

陶管 124 

塩ビ管 124 

更生管 134 

管径 250mm 以下 61 

管径 251～500mm 116 

管径 501～1000mm 295 

管径 1001～2000mm 749 

管径 2001～3000mm 1,690 

管径 3001mm 以上 2,347 

 

 

 

（２）将来更新費用の試算 

① 過去５年間における公共施設等の投資的経費 

過去５年間の公共施設等に係る投資的経費は、以下のとおりです。 
 

ア 公共施設に係る投資的経費の内訳 

                                      （単位：千円） 

年度 既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 28(2016)年度 578,601  201,821  8,712  789,134  

平成 29(2017)年度 267,669  1,013,755  31,952  1,313,376  

平成 30(2018)年度 282,086  807,478  31,003  1,120,567  

令和元(2019)年度 352,685  930,022  662  1,283,369  

令和 2(2020)年度 706,604  204,839  534  911,977  

合計 2,187,645  3,157,915  72,863  5,418,423  

単年度平均 437,529  631,583  14,573  1,083,685  

 

  

出典：「公共施設等更新費用資産ソフト 仕様書 （平成 28 年版）」（平成 28 年 1 月） 
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イ 道路に係る投資的経費の内訳 

                                      （単位：千円） 

年度 既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 28(2016)年度 201,948 0 8,712 210,660 

平成 29(2017)年度 73,665 132,705 4,130 210,500 

平成 30(2018)年度 92,232 82,338 31,003 205,573 

令和元(2019)年度 127,705 167,448 662 295,815 

令和 2(2020)年度 137,776 94,416 445 232,637 

合計 633,326 476,907 44,952 1,155,185 

単年度平均 126,665 95,381 8,990 231,037 

 

ウ 橋りょうに係る投資的経費の内訳 

                                      （単位：千円） 

年度 既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 28(2016)年度 80,281 0 0 80,281 

平成 29(2017)年度 65,340 0 0 65,340 

平成 30(2018)年度 44,661 0 0 44,661 

令和元(2019)年度 9,136 0 0 9,136 

令和 2(2020)年度 66,145 0 0 66,145 

合計 265,563 0 0 265,563 

単年度平均 53,113 0 0 53,113 

 

エ 上水道に係る投資的経費の内訳 

                                      （単位：千円） 

年度 既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 28(2016)年度 41,423 32,044 0 73,467 

平成 29(2017)年度 4,397 29,254 0 33,651 

平成 30(2018)年度 0 199,517 0 199,517 

令和元(2019)年度 0 8,979 0 8,979 

令和 2(2020)年度 14,080 0 0 14,080 

合計 59,900 269,794 0 329,694 

単年度平均 11,980 53,959 0 65,939 
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オ 下水道に係る投資的経費の内訳 

                                      （単位：千円） 

年度 既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 28(2016)年度 0 497 0 497 

平成 29(2017)年度 4,579 9,202 0 13,781 

平成 30(2018)年度 1,051 4,741 0 5,792 

令和元(2019)年度 5,074 0 0 5.074 

令和 2(2020)年度 5,832 450 0 6,282 

合計 16,536 14,890 0 31,426 

単年度平均 3,307 2,978 0 6,285 
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② 公共施設全体の将来更新費用の金額 

総務省提供ソフトを活用し、このまま公共施設及びインフラ施設を全て保有し

続けた場合の将来にわたる更新費用は、図 11 に示すとおり、今後 40 年間に必要

となる費用は 630.3億円と推計されます。 

これを単年度あたりの平均額にすると 15.8億円となります。 

公共施設等の過去５年間の投資的経費は、年平均 14.4億円で現在の水準とほぼ

同程度の見込みでありますが、依存財源の減少とりわけ地方交付税の減少や、少子

高齢化による町税等の自主財源の減少等、歳入の減少が避けられない情勢となっ

ております。現時点においても基金等の取崩を行いながら財源を確保している状

況であり、将来財源が不足すると言えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 公共施設全体の更新費用 

 

ア 更新費用の推計表 

 

施設区分 

既往実績（過去５年平均） 今後の推計 

年平均Ａ（単位：千円） 40年累計 
（単位：千円） 

年平均Ｂ 
（単位：千円） 

倍 率 
Ｂ／Ａ 

公共施設 1,083,685 34,410,000 860,250 0.8  

インフラ施設 356,374 28,590,000 714,750 2.0  

  道路 231,037 14,050,000 351,250 1.5  

  橋梁 53,113 3,200,000 80,000 1.5  

  上水道 65,939 8,420,000 210,500 3.2  

  下水道 6,285 2,920,000 73,000 11.6  

合 計 1,440,059 63,000,000 1,575,000 1.1  

注：四捨五入の関係により、各項目の合計値と計算値が一致しない場合がある。 



24 

③ 公共施設の更新費用 

ア 公共施設に関する現況 

      公共施設に関して、施設数、施設ごとの建物総床面積は以下のとおりです。 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

施設中分類 施設数 施設（棟）延床面積（㎡） 割合 

学校 4 16,583  22.9% 

公営住宅 7 12,265  16.9% 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 5 9,049  12.5% 

集会施設 40 8,159  11.3% 

保養施設 1 5,574  7.7% 

幼稚園・保育園・こども園 3 4,300  5.9% 

庁舎等 2 3,844  5.3% 

産業系施設 4 2,342  3.2% 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 3 1,998  2.8% 

供給処理施設 1 1,567  2.2% 

消防施設 28 1,249  1.7% 

その他行政系施設 2 1,111  1.5% 

高齢福祉施設 1 883  1.2% 

図書館 1 852  1.2% 

その他教育施設 1 816  1.1% 

障害福祉施設 3 771  1.1% 

博物館等 1 499  0.7% 

その他 3 438  0.6% 

公園 4 160  0.2% 

総数 114 72,461 100.0% 
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イ 公共施設の将来更新費用 

（ア）公共施設の将来更新費用 

公共施設の過去 5年間の投資的経費（既存更新分＋新規整備分）は、図 12に示

すとおり、年平均 10.7億円程度となっています。 

一方、公共施設の建築物の耐用年数を 60年として建設後 30年で大規模改修を

行い、その後 30年で建て替えると仮定し、今後 40年間このまま公共施設を全て

保有することを前提に更新費用を試算したところ 344.1億円となります。 

これを平均すると単年度当たり 8.6億円となり、これまでの投資的経費の約 8割

に相当します。 

これらのことから、現状では、全ての施設の改修や建て替えが困難になることが

想定されます。歳入の減少が予想されることや、維持更新費用の増加も予想される

ことを踏まえた上で、施設に応じた最適な管理を実施し、改修や更新が必要な場合

は、種々の診断を実施、その評価を明確にする必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 公共施設の将来更新費用 
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④ 公共施設以外の更新費用 

公共施設等の問題を考える上で、公共施設（建築物）のみならず、インフラ施

設（道路・橋梁・上下水道）の維持管理についても考慮する必要があります。イ

ンフラ施設の将来負担費用を合計すると、図 13に示すとおり、今後 40年間で必

要となる費用が 286.0億円と推計され、これを平均すると単年度当たり 7.1億円

となります。 

一方、インフラ施設の過去 5年間の投資的経費の更新費用は、p23（ア 更新費

用の推計表）に示すとおり、年平均 3.6億円程度となり約 2.0倍に増えることに

なります。 

これまでの手法では、インフラ施設全てを更新していくことが明らかに不可能

であり、更新時期の分散化、あるいは管理手法の見直しが必要となります。 
 

【インフラ施設】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 インフラ施設の将来の更新費用の推計 
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ア 道路 

（ア）道路に関する現況 

道路の分類別延長は、以下のとおりです。 

 

分類 実延長（m） 道路面積（㎡） 更新単価（円/㎡） 

1 級（幹線）町道 32,684 232,204 4,700 

2 級（幹線）町道 43,973 261,706 4,700 

その他の町道 143,609 626,854 4,700 

自転車歩行者道 - - - 

 

 

（イ）道路の将来の更新費用の推計（分類別面積） 

道路は、15 年ごとの更新が必要であると仮定し試算すると、図 14 に示すとお

り、40年間の更新費用総額が 140.5億円となり、これを平均すると単年度当たり

3.6 億円の費用が必要になります。直近５年間の投資的経費の更新費用の年間平

均が p23（ア 更新費用の推計表）に示すとおり、2.3億円ということから、現在

の約 1.5倍の更新費用が必要になると想定されます。 

 

【道路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 道路の将来の更新費用の推計 
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イ 橋りょう 

（ア）橋りょうに関する現況 

橋りょうの実延長及び面積は、以下のとおりです。 

 

分類 実延長（m） 橋りょう面積（㎡） 更新単価（千円/㎡） 

橋りょう - 10,756 448 

 

 

（イ）橋りょうの将来の更新費用の推計（総面積） 

橋梁は、60 年で更新が必要であると仮定し試算すると、図 15 に示すとおり、

40 年間の更新費用総額が 32.0 億円となり、これを平均すると単年度当たり 8 千

万円の費用が必要になります。 

直近５年間の投資的経費の更新費用の年間平均が p23（ア 更新費用の推計表）

に示すとおり、5.3 千万円ということから、現在の約 1.5 倍の更新費用が必要に

なると想定されます。 

 

【橋梁】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 橋りょうの将来の更新費用の推計 
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ウ 上水道 

（ア）上水道に関する現況 

上水道に関して、種別・延長別の延長は下のとおりです。 

 

種別・延長別 実延長（m） 

導水管 300mm未満 3,102 

送水管 300mm未満 6,189 

配水管 50mm以下 2,677 

配水管 75mm以下 15,372 

配水管 100mm以下 19,348 

配水管 125㎜以下 5,484 

配水管 150㎜以下 24,950 

配水管 200㎜以下 6,571 

配水管 250㎜以下 511 

配水管 300㎜以下 34 

合計 84,238 

 

（イ）上水道の将来の更新費用の推計（管径別延長） 

上水道については、浄水場をはじめとする上水処理施設等と上水道管の更新費

用について、処理施設の改修を 30年、更新を 60年とし、上水道管の更新を 40年

と仮定して試算すると、図 16に示すとおり、40年間の更新費用総額が 84.2億円

となり、これを平均すると単年度当たり 2.1億円の費用が必要になります。 

直近５年間の投資的経費の更新費用の年間平均が p23（ア 更新費用の推計表）

に示すとおり、年平均 6.6千万円程度ということから、現在の約 3.2倍の更新費

用が必要になると想定されます。 

 

【上水道】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 16 上下道の将来の更新費用の推計 



30 

エ 下水道 

（ア）下水道に関する現況 

下水道に関して、種別の延長は以下のとおりです。 

 

種別 実延長（m） 

コンクリート管 378  

陶管 0  

塩ビ管 25,925  

更生管 0  

その他 0  

合計 26,303 

 

 

（イ）下水道の将来の更新費用の推計（管種別年度別延長） 

下水道については、新規の投資拡大は想定されないものの、下水処理施設等と

下水道管の更新費用について、下水処理施設等の改修を 30年、更新を 60年とし、

下水道管の更新を 50年と仮定して試算すると、40年間の更新費用総額が、図 17

に示すとおり、29.2億円となり、これを平均すると単年度当たり 7.3千万円の費

用が必要になります。 

直近５年間の投資的経費の更新費用は p24（ア 更新費用の推計表）に示すと

おり、年平均 0.6千万円程度ということから、現在の約 12倍の更新費用が必要に

なると想定されます。 

 

【下水道】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図 17 下水道の将来の更新費用の推計  
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５ 過去の実績（平成 29（2017）年 3月の本計画の策定以降に行った主な実績） 

公共施設マネジメントに関する取り組みとして、塙保育園、板庭工業団地の売

却のほか、常豊小学校の貸付、常豊小学校、常豊幼稚園、塙幼稚園、塙保育園の

統廃合に取り組みました。 

また、老朽化が著しく、安全性に課題があった笹原小学校体育館、塙小学校・

中学校体育館の窓枠等耐震改修を行いました（令和 2(2020)年度）。 

 

ア 取り組み事例（平成 29(2017)年度以降） 

売却 塙保育園（令和 3年度）、板庭工業団地（令和 3年度） 

譲渡 該当なし 

貸付 常豊小学校（令和 2年度） 

統廃合 
常豊小学校（平成 30年度）、常豊幼稚園（平成 30年度） 

塙幼稚園（令和 2年度）、塙保育園（令和 2年度） 

複合化 該当なし 

 

６ 施設保有量の推移 

平成 28（2016）年度の本計画策定時の施設数は 360 施設、延床面積は 88,232 

㎡であったが、令和 2(2020)年度現在の本町の施設数は 114 施設（68.3％減）、

延床面積は 72,461㎡（17.9％減）であり、施設数及び延床面積はともに減少して

います。 

減少した要因としては、産業系施設の板庭工業団地などの売却などがあげられ

ます。 

 

ア 公共施設保有総量（建物） 

 

年度 公共施設保有総量 

平成 28(2016)年度 88,232 m2 

令和 2(2020)年度 72,461 m2 
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７ 有形固定資産減価償却率の推移 

有形固定資産減価償却率とは、町が保有している有形固定資産のうち、償却資

産の取得額等に対する減価償却累計額の割合を算出するものであり、「資産の老

朽化率」と捉えることもできます。 

平成 28(2016) 年度から５年間の有形固定資産減価償却率は、以下のとおりと

なります。 

減価償却率（＝老朽化率）は、平成 28(2016)年度 52.0%から令和 2（2020）年

度 56.6%と右肩上がりで上昇しており、資産の老朽化が進んでいる状況となって

います。 

 

ア 有形固定資産減価償却率 

 

年 度 有形固定資産減価償却率 

平成 28(2016)年度 52.0％ 

平成 29(2017)年度 52.7％ 

平成 30(2018)年度 54.7％ 

令和元(2019)年度 54.7％ 

令和 2(2020)年度 56.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 有形固定資産減価償却率の推移 
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第３章 共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的方針 

１ 公共施設等の現状と課題の整理 
 

公共施設等に関すること 

○施設保有状況 

・学校（16,583㎡、22.9%）、公営住宅（12,265㎡、16.9%）

スポ－ツ施設（9,049㎡、12.5%）の３つの群で全体の約

５割を占めている。 

○築年別整備状況 

・昭和 40年代に学校教育施設・公営住宅を中心に整備、昭

和 50(1975)年から 57(1982)年にかけてスポーツレクリ

エーション系施設・学校教育施設中心に整備、昭和

60(1985)年から平成 11(1999)年にかけて産業系施設・ス

ポーツレクリエーション系施設を中心に整備している。 

○施設の老朽化と耐震基準 

・建築後 20 年以上経過している施設の総床面積は全体の

81.0％、うち 40年以上経過施設が 29.7％、30年以上 40

年未満経過施設が 27.6％になっており、令和 21(2039)年

位まで大規模な改修や更新が必要になると考えられる。 

・新耐震基準に達していない施設は全体の 5.8％に及んで

いる。 

○維持補修費 
・多くの施設等の保有と老朽化により、年々増加傾向にあ

る。 

○更新費用 

・全ての公共施設・インフラ施設を保有し続けた場合、今

後 40 年間で約 630.3 億円が必要となり、年平均約 15.8

億円となりこれまでの過去 5 年の投資的経費の更新費用

の約 1.1倍となる。 

財政状況 

○厳しい町財政 

・少子高齢化に伴う扶助費等の義務的経費の増加、生産年

齢人口の減少に伴う税収の減少等、将来の財政状況は厳

しい。 

○投資的経費の増加 

・平成 28(2016)年度以降、ほぼ横ばいに推移ながらも、平

成 30(2018)年度以降、投資的経費は徐々に増加傾向にあ

る。 

 

 

（１）施設の維持管理及び長寿命化 

施設の維持管理経費は以下のとおりであり、公共施設とインフラ施設を合わせ

ると、年間約 3億円程度の費用が発生しています。 

上記の現状と課題を踏まえると、安全・安心な施設利用のための老朽化対策を推

進しながら、管理運営の効率化や有効活用、配置の最適化等により、施設総量の縮

減や更新時期の分散化を図る戦略的な施設経営が必要となっています。 
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長寿命化のための維持管理イメージは図 19に示すとおりであり、施設の長寿命

化の推進により維持管理経費の抑制が期待されます。 
  

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 長寿命化のための維持管理イメ－ジ 

 

（２）個別施設計画等を踏まえた更新経費の見込み 

本町の保有する公共施設について，今後 40年間，現状の施設数や規模を変えず

に維持した場合の更新経費を試算すると、約 344.1億円（約 8.6億円／年）とな

る見込みです。 

個別施設計画のうち、「町営住宅長寿命化計画」による LCC縮減効果（千円/年）

を踏まえると、6団地で約 4.6億円（約 0.1億円/年）縮減される見込みとなって

います。その他の個別施設計画では、更新費用が試算されておりませんが、他の

公共施設も含めるとさらに縮減額が大きくなるものと推測されます。 

なお，インフラ施設については，統廃合等による保有総量の縮減が難しいため，

各個別施設計画等を踏まえた更新経費を試算していませんが，計画的な施設の点

検等の実施により長寿命化を図り、更新経費の縮減に努めます。 

  

区分 平成 28(2016) 
年度 

平成 29(2017)
年度 

平成 30(2018)
年度 

令和元(2019)
年度 

令和 2(2020) 
年度 

公共施設 59,900 44,299 55,369 152,743 55,100 

インフラ施設 273,429 299,553 269,018 214,498 242,606 

合計 333,329 343,852 324,387 367,241 297,706 
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２ 具体的な取組み方策 

（１）点検・診断等 

施設の損傷や劣化の進行等は、構造や利用状況等によって施設毎に異なること

から、定期的な点検・診断を実施し、最新の施設状態や対応履歴等の情報把握・

管理を全施設に実施します。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等 

点検及び使用記録簿により計画的に修繕若しくは修繕に向けた計画を立案しま

す。 

多額の費用がかかる大規模な修繕・更新をできるだけ回避するために、従来の

「事後保全型維持管理」を改め、定期的な点検・診断の実施による損傷が軽微で

ある早期段階に予防的な修繕を実施し、施設機能の保持・回復を図る「予防保全

型維持管理」を取り入れることで、施設の維持管理・修繕・更新等トータルコス

トの縮減や平準化に努めます。 

また、更新については施設の統廃合等を視野に入れて検討を進めます。 
 

（３）安全確保 

施設利用者等の町民ニーズを踏まえた上で、利用者の安全に直結する劣化や故

障等は早急に対策を行い、安全確保とサービスの継続的提供を図ります。 

特に災害時の拠点施設となる施設については更新も含め必要な対策を講じます。 

また、点検・診断等により高度の危険性が認められた施設や老朽化等により供

用廃止され、かつ今後も利用見込みのない施設は、速やかに売却・払下げ等の対

応を検討します。老朽化により供用廃止する施設は、利用状況を把握し隣接代替

施設の利用を促し、廃止します。 

 

（４）耐震化 

公共施設等の多くは、災害時には指定避難所・指定緊急避難場所として活用さ

れています。このため、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時の拠点施

設としての機能確保を図るためにも耐震化は重要といえます。これまでも計画的

に耐震対策に取り組んできましたが、引き続き災害拠点施設となりうる施設なの

か、利用頻度が高い施設なのかを見極め、耐震対策の取組を推進していきます。 

 

（５）長寿命化 

集中的な大規模改修や更新等は、大きな財政負担が発生し、今後の厳しい財政

状況下では非常に困難なこととなります。 

「予防保全型維持管理」を前提として公共施設等の修繕等に係るコストの圧縮
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を意識し長寿命化を図ります。具体的には、個別施設毎の点検、長寿命化計画の

策定を図ります。 

 

（６）統合や廃止等 

公共施設等の統廃合については、人口の推移、利用者のニーズ、財政状況を総

合的に判断し最適な保有数量を目指します。また、利用状況、施設の必要性、隣

接地区施設での利用等多方面から検討し廃止か存続か検討いたします。さらに、

類似施設の統廃合を進めるとともに民間施設でのサービス提供及び合築が可能か

検討します。 

 

（７）管理を実現するための体制 

統合的かつ計画的な管理を実現するため、当初予算策定時及び事業実施計画策

定時等の機会を利用し施設のマネジメント推進、管理組織体制を整備します。ま

た、施設維持に欠かせない技術研修を関係機関の協力を得ながら計画的に実施し

ます。この他、町と町民、企業、各種団体など多様な組織と連携し公共施設を含

め潜在的な地域資源の有効活用を図り地域の発展を目指します。 
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３ 公共施設等の管理に関する基本方針 

（１）計画期間 

今後、令和 21(2039)年度までが大規模改修や建て替え等のピークとなるため

（図 8参照）、平成 29（2017）年度から令和 28（2046）年度までの 30年間の基

本方針を掲げ、10年ごとに基本的な目標を設定します。 

ただし、期間内でも法律の改正や社会情勢の変化等に対応して、柔軟に目標の

見直し等を行っていきます。 
 

（２）全体方針 

公共施設等の現状と課題、施設の更新費用等の試算結果を踏まえ、施設の適正

配置や管理運営の効率化等トータルコストの縮減を図り、財政状況に応じた施設

更新サイクルを行う「戦略的な施設経営」に努め、今後の人口減少や人口構造の

変化に対応した住民サービスの維持を図ります。 

また、社会経済情勢の変化に対応する住民サービスのあり方を検討しながら、

施設の統廃合や複合化による施設総量の縮減に取り組み、将来の更新費用の削減

に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体方針の５つの柱 

①施設の長寿命化 

予防保全 計画的修繕 定期的点検診断 

②施設の複合化と機能集約 

サービスの適正化 施設の複合化・多機能化 広域対応 統廃合 

③効率的な運営手法 

維持管理の効率化 利用促進 使用料の適正化 

④新たな事業手法の活用 

公民連携の推進（ＰＰＰ・ＰＦＩ）等 

⑤取組体制の構築 

施設の一元管理 取組の推進体制の構築 個別計画の策定 職員の意識改革 

 

 

 

  

 

『 公共施設等の量・質・コストの見直しを図り、町民ニーズに対応した

施設サービスを持続的に提供する 』 

全体方針 
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●新規施設は原則としてつくらない 

①長寿命化を適正に行い、既存施設の有効活用を図り、新規施設整備は原則行わな

い。 

②新設が必要な場合は、中長期的な検討を十分行い、費用対効果を考慮し、厳選し

て整備する。 

 

●施設を更新（建替え）する場合は、複合化・多機能化を検討する 

①施設機能を維持しつつ、複合化・多機能化された更新（建替え）を行い、施設総

量を縮減していく。 

②複合施設では、管理運営についても一元化・効率化を検討する。 

 

●施設総量（総床面積）を縮減する 

①用途が重複している施設、分野を超えて重複している機能（会議室、ホール等）

については、統合・整理を検討する。 

②稼働率の低い施設は運営改善を徹底し、なお稼働率が低い場合は、売却・払下げ

等を検討する。 

 

●改修・更新コスト、管理運営コストを縮減する 

①ＰＰＰ／ＰＦＩなど民間活力を活用し、機能を維持・向上させつつ、改修・更新

コスト及び管理運営コストを縮減する。 

 

●ライフサイクルコストを縮減する 

①定期的な点検、診断を行い計画的な維持修繕を実施し施設の長寿命化を推進し

ライフサイクルコストを縮減する。 
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（３）施設分類ごとの基本方針 
 

施設分類ごとの基本方針 

① 学校教育系施設 （施設数 5） 

（学校 4、その他教育施設 1） 

○小中学校 

■多額の更新費用が予想されるため、更新時期の分散化を図る。しかし、全ての

学校施設の更新を行うことは、財政的にも困難であることから、保護者や地域

等の意向を十分に踏まえながら、適正規模・適正配置について検討する。 

■少子高齢化が加速する中にあっては、児童数・生徒数の減少に合わせた統合

の可能性を検討して行く。 

○幼稚園・保育園 

■施設の利用状況や老朽化状況、需要の変化を見据えながら、規模や配置を見

直すとともに、施設の維持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

■国の動向や地域の実情を踏まえ、認定こども園（教育・保育を一体的に行う施

設）の普及等、園児数の減少に合わせた統合の可能性を検討して行く。 

 

② 公営住宅 （施設数 7） 

■施設数が多く、40 年以上経過した住宅も多く使用しており、安全確保のため

撤去を含めた効率的な改修計画が必要であり、施設総量の最適化を図る。 

■個別計画策定時には、施設の利用状況や老朽化状況、高齢化などによる需要

の変化を見据えながら、規模や配置を見直すとともに施設の維持管理について

も効率的に行っていく。 

■既存民間住宅を活用した借上住宅による供給を検討する。 

 

③ スポーツ・レクリエーション系施設（施設数 9） 

（スポーツ施設 5、保養施設 1、レクリエーション施設・観光施設 3） 

■指定管理者制度により管理運営がなされているが、施設の利用状況や老朽化

状況、需要の変化を見据えながら、規模や配置を見直すとともに、集約の可能性

について検討し、施設の維持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

■民営化の可能性を検討し、PFI・貸付等の手法により民営化を推進する。 

 

④ 市民文化系施設（施設数 40） 

■一部、指定管理者制度により管理運営がなされているが、施設の利用状況や

老朽化状況、需要の変化を見据えながら、規模や配置を見直すとともに、施設の

維持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

■複合化・多機能化を図るとともに、住民との協働・連携の推進により効果的な

運営方法を検討する。 
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⑤ 行政系施設 （施設数 32） 

（庁舎等 2、その他行政施設 2、消防施設 28） 

○庁舎等 

■町民サービスの拠点施設であることから、利用しやすい環境づくりが必要

である。 

■施設の老朽化が進んでいるもののメンテナンスが不十分な部分が見受けら

れることから、施設全体の最適化を図る必要がある。分庁舎を含め、規模や配

置を見直すとともに、施設の維持管理について計画的かつ効果的に行ってい

く必要がある。なお、本庁舎及び南庁舎においては、築年数 50年を経過する

ものであり、計画上、10 年ごとに見直しすることとされているが、来庁者や

職員の安全確保等を考慮し、計画期間内であっても必要に応じて大規模改修

等を含めた計画を策定していく。 

○防災センター 

■防災センターは、平成 27(2015)年に整備されたものであり、当面更新の必

要がないことから、計画的な維持管理を行い、長寿命化を図る。 

○消防施設 

■施設の老朽化状況を見据えながら、規模や配置を見直すとともに、施設の維

持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

■施設の利用実態等を踏まえながら、設置目的や管理運営方法等について検

討し、詰所等においては、隣接する集会施設との統合・整理を推進する。 

 

⑥ 産業系施設（施設数 4） 

■民営化が可能な施設については、PFI・貸付等の手法により民営化を推進す

る。 

 

⑦社会教育系施設（施設数 2）（図書館 1、博物館 1） 

子育て支援施設（施設数 3） 

保健・福祉施設（施設数 4）（高齢者福祉施設 1、障害福祉施設 3） 

■指定管理者制度により管理運営がなされているが、施設の利用状況や老朽

化状況、需要の変化を見据えながら、規模や配置を見直すとともに、施設の維

持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

■保健福祉事業の実施状況等を踏まえ、機能集約を推進する。 

 

⑦ 供給処理施設（施設数 1） 

■塙町浄化センターは、平成 14(2002)年に整備されたものであり、供給開始

から 15年が経過している。定期的な点検により優占順位を考慮しながら、予

防保全を前提とした計画的な修繕を実施し、長寿命化を図る。 
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⑨公園（施設数 4） 

■指定管理者制度により管理運営がなされているが、施設の利用状況や老朽

化状況、需要の変化を見据えながら、規模や配置を見直すとともに、施設の維

持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

 

⑩道路・橋りょう施設 

■安全の確保を最優先とし、良好な状態を保ちつつ施設全体の最適化を図る。

改修時期の検討や定期点検等が必要であり、施設の利用状況や老朽化状況を

見据えながら、施設の維持管理について計画的かつ効率的に行っていく必要

がある。 

■今後整備が必要となる施設については、整備による効果が大きい路線を優

先的に整備することを基本として、財政状況・将来投資見込みとの整合性を取

りながら優先順位を定める。 

 

⑪上下水道施設（施設数 30）（上水道 26、下水道 4） 

○上水道施設 

■施設の利用状況や老朽化状況、バイパス化を見据えながら、施設全体の最適

化を図る必要がある。 

■施設の維持管理について計画的かつ効果的に行っていく。 

○下水道施設 

■適正な維持管理を行っていくとともに効率的かつ効果的に改修・更新を進

めていく。 

■農業集落排水施設の公共下水道区域内への接続等を検討し、事業集約によ

る効率化とコスト削減を図る。 

■管路やマンホールポンプの長寿命化を推進する。（機能強化事業の実施） 

 

⑫林業・農業用施設 

○林道・農道 

■安全の確保を最優先とし、良好な状態を保ちつつ施設全体の最適化を図る。

改修時期の検討や定期点検等が必要であり、施設の利用状況や老朽化状況を

見据えながら、施設の維持管理について計画的かつ効率的に行っていく必要

がある。 

■今後整備が必要となる施設については、整備による効果が大きい路線を優

先的に整備することを基本として、財政状況・将来投資見込みとの整合性を取

りながら優先順位を定める。 

○堰、水路、ため池 

■適正な維持管理を行っていくとともに効率的かつ効果的に改修・更新を進

めていく。 
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４ 公共施設等総合管理計画の実施方法等 

（１）全庁的な取組体制の構築 

① 施設情報の一元化 

今後も少子高齢化や人口減少は続くことから、公共施設利用者数の減少が見込

まれます。さらに、生産年齢人口が減ることによる町税収入への影響、高齢者人

口が増えることによる社会保障費の増加等を考慮すると、限られた財源のもと

で、公共施設を一層効率的・計画的に管理していく必要があることから、共通の

フォーマットにより、個別施設ごとに利用度、維持管理費用、老朽化などの施設

情報を記載した「施設カルテ」を次のとおり作成し、情報の一元化、見える化を

図り施設の管理を行うこととします。 

 

【施設カルテの作成手法】 

 

本計画に基づき、次の台帳（施設カルテ）を整備することとします。 

   

  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

〇各台帳を次により整備し、データベース化を図る。 

・施設管理は総務部財政課であることから、台帳作成は総務部財政課とする。 

・所管課は、財産台帳、修繕記録などに 基づき台帳を作成する。 

〇台帳の更新を行う。 

・総務部財政課は法定の定期検査結果や修繕工事の施工に基づき、台帳を随時更新 

する。 

 

 

 

 

 

 

  

財務規則に基づく財産台帳の項目が整理され、かつ「検査台帳」

「設備台帳」 とリンクした母台帳で、施設の維持管理における基本

情報を管理する。また、増改築履歴を管理する。 

施設台帳 
○財産台帳 

○当初工事図書 

○増改築図書 



43 

② 横断的な推進体制 

施設所管課による縦割りの管理運営ではなく、公共施設等を総合的かつ計画的

な視点で管理運営する横断的な組織体制の構築が必要となります。 

ここでは、一元化された情報を基にして施設管理の基準の設定や各数値目標を

明示するなど情報やノウハウの共有化を図ります。 

 

③ 職員研修 

戦略的な施設経営を実施するには、予防保全型維持管理や施設の点検・診断の

ノウハウ等の基礎的知識や公共施設等の管理に関する方針の理解が必要となりま

す。そのため職員の意識改革を含めた研修を実施し、本計画が効率的に推進され

るようにしていきます。 

 

（２）個別施設計画の策定・推進 

全ての施設について、予防保全型維持管理の考え方を前提とした概算費用の算

定や考え方等を明記する個別計画を策定します。 

個別施設計画が策定済みの計画については、社会情勢の変化や最新の情報を踏

まえて本計画との整合性を図り、適宜、見直しを進めます。また、計画未策定の

施設については、速やかに策定することとします。 

 

（３）相互連携体制の構築 

住民サービスを維持するために、町単独で対応困難な施設等については、国、

県、各市町村による広域的連携等で対応を図ります。 

本町は、八溝山周辺地域定住自立圏、しらかわ地域定住自立圏の協定を締結し

ており、必要に応じて相互連携を図ります。 

 

（４）民間活力の導入 

公共施設等の更新費用の増加に対応するためには、町だけでは限界があるため、

ＰＰＰ・ＰＦＩ等の民間ノウハウ・資金の活用を検討していきます。 

・民間企業等の持つ様々な資金やノウハウを活用し、施設の整備、更新、維持管

理及び運営を効果的かつ効率的に行うことを検討します。 

・指定管理者制度や ＰＰＰ/ＰＦＩなどの手法を用い、町内企業を始めとする民

間企業の活力を施設整備や管理に導入する検討を行うこととします。 

・民間施設の活用など、公共施設にこだわらない行政サービスの提供の検討を行

うこととします。 
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（５）ユニバーサルデザインの推進 

公共施設等の修繕・更新時には、利用者の性別、年齢、国籍、障がいなどの有

無に関わらず、誰もが利用しやすい施設となるよう、ユニバーサルデザイン化を

図ります。 

 

（６）脱炭素社会に向けた取組み 

公共施設等において太陽光発電の導入、省エネルギー改修の実施、ＬＥＤ照明

の導入などの脱炭素化の事業を推進することで、持続可能なまちづくりを目指し

ます。 

 

（７）町民参画 

将来の公共施設等のあり方について、町民と町が公共施設等に関する現状と課

題や問題意識を共有し幅広く議論をしていくことが必要かつ重要と考えられます。 

単なる予算縮減ととらわれる様な計画ではなく、適正配置、有効活用、管理運

営に係る具体的取組を明示し、公共施設を取り巻く現状について積極的に情報公

開と共有化を図り町民の意見を反映していきます。 

 

（８）職員の意識改革 

全庁的に推進していくには、職員一人ひとりが意識を持って取り組んでいく必

要があります。公共施設やインフラの現状を十分理解し、経営的視点に立った総

量適正化、維持管理へと方向転換を図っていくとともに、社会経済状況や町民ニ

ーズの変化に対応できるような町民サービスの向上のため、自らが創意工夫を実

践していくことが重要と捉え、職員の意識の向上に努めることとします。 

 

（９）計画のフォローアップ 

Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（行動）の PDCAサイクル

だけではなく調査、検証も組み合わせ、総務課が中心となり、基本目標に係る数

値等を検証し、随時、必要な見直しを行っていきます。評価結果の議会への報告

は年度単位で行っていきます。また、ホームページ及び広報紙等で情報を公開し

ていきます。 

 

５ 早期に対応すべき課題 

 

（１）個別施設計画の見直し 

本計画の基本方針に基づき、策定された施設ごとの「個別計画」を見直します。 
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（２）統廃合の推進 

利用状況等を勘案し、施設の統合、廃止を進めます。重複した機能を有する施

設を総合的にとらえ改築等に際しては、施設の集約化による機能統合を検討し、

総床面積の縮減化を図ります。 

町民ニーズ、社会情勢の変化による用途廃止や統廃合集約化による移転後の用

地については、用途転用が有償での売却、貸し付けを行い、財源確保の手段とし

て有効に活用します。 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資 料 編 
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１ 今後１０年間の主な公共事業の計画 

本計画は、10 年後を目標とした公共施設等のあり方を定めるもので、別に施設

ごとの個別計画（実行計画）を策定し施策を進めることとします。 

なお、今後 10年間に予定される大規模な公共事業について、次のとおり示すこ

ととします。 

 
 事業名 

公共施設 

役場庁舎改築事業 

塙中学校整備事業 

町立小学校整備事業 

農林水産物直売・食材供給施設維持補修事業 

町営体育館改修事業 

消防屯所新築・改築事業 

町営住宅改修事業 

町営住宅建替事業 

インフラ施設 

農業水路等長寿命化防災減災事業 

浸水被害軽減総合対策事業 

水道施設維持管理修繕事業 

農業集落排水処理施設維持管理修繕事業 

公共下水道処理施設維持管理修繕事業 

配水管布設替事業 

老朽管路施設等更新事業 

迂回水道管設置事業 

町道川上東河内線道路整備事業 

町道北野松岡道路整備事業 

町道塙棚倉線道路整備事業 

町道塙若宮線道路整備事業 

町道木戸場石堀子線外道路整備事業 

町道湯船山形大畑線道路整備事業 

橋梁改修整備事業 

情報通信基盤施設管理運営及び更新事業 
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福島県東白川郡塙町大字塙字大町三丁目 21 番地 

TEL 0247-43-2111 
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